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◆区域外の居住の緩やかなコントロール
○一定規模以上の区域外での住宅開発について、

届出、市町村による働きかけ

コンパクト・プラス・ネットワークのための計画制度
○平成26年に改正した都市再生特別措置法及び地域公共交通活性化再生法に基づき、都市全体の構造を見渡しながら、
居住機能や医療・福祉・商業等の都市機能の誘導と、それと連携した持続可能な地域公共交通ネットワークの形成を推進。

○必要な機能の誘導・集約に向けた市町村の取組を推進するため、計画の作成・実施を予算措置等で支援。

立地適正化計画 （市町村が作成）
【改正都市再生特別措置法】（平成26年8月1日施行）

◆区域外の都市機能立地の緩やかなコントロール
○誘導したい機能の区域外での立地について

届出、市町村による働きかけ

◆区域内における居住環境の向上
○住宅事業者による都市計画等の提案制度

居住誘導区域
居住を誘導し人口密度を維持する
エリアを設定

公共交通沿線への
居住の誘導

都市機能誘導区域
生活サービスを誘導するエリアと
当該エリアに誘導する施設を設定

◆都市機能（福祉・医療・商業等）の立地促進
○誘導施設への税財政・金融上の支援
○福祉・医療施設等の建替等のための容積率の緩和
○公的不動産・低未利用地の有効活用

◆歩いて暮らせるまちづくり
○歩行空間の整備支援

国土交通大臣の認定

関係法令の特例・予算支援の充実

Ｚ

拠点エリアへの
医療、福祉等の
都市機能の誘導

歩行空間や自転車
利用環境の整備

立地適正化計画

連携

好循環を実現

多極ネットワーク型
コンパクトシティ

地域公共交通
網形成計画

→加えて、地域公共交通ネットワークの再構築を図る
事業への出資等の制度を創設するため、平成２７年８
月に地域公共交通活性化再生法等を改正

○事業の具体的内容
・運行主体 ・運行ダイヤ
・ルート ・運賃 等

◆まちづくりとの連携

◆地域全体を見渡した面的な公共交通ネット

ワークの再構築

Ｚ
拠点エリアにおける循環型の公共交通ネットワーク
の形成

Ｚ

Ｚ

デマンド型乗合タクシー等の導入

コミュニティバス等によるフィーダー（支線）輸送

拠点間を結ぶ
交通サービスを充実

乗換拠点
の整備

地域公共交通再編実施計画
（地方公共団体が事業者等の同意の下作成）

地域公共交通網形成計画
（地方公共団体が中心となって作成）

【改正地域公共交通活性化再生法】
（平成26年11月20日施行）
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○４２０都市が立地適正化計画について具体的な取組を行っている。 （平成３０年８月３１日時点）
○このうち、１７７都市が平成３０年８月３１日までに計画を作成・公表。

立地適正化計画の作成状況

※平成３０年８月３１日までに作成・公表の都市（オレンジマーカー）
都市機能誘導区域、居住誘導区域ともに設定した市町村（赤字：１４２都市）、都市機能誘導区域のみ設定した市町村（青字３５都市） （平成30年８月３1日時点）

合計４２０都市

大崎市 笠間市 小田原市 穴水町 瑞浪市 東海市 高槻市 海南市

札幌市 利府町 取手市 さいたま市 秦野市 美濃加茂市 知多市 守口市 有田市 徳島市 鹿島市

函館市 牛久市 川越市 厚木市 福井市 大野町 知立市 枚方市 新宮市 阿南市 小城市

旭川市 秋田市 つくば市 秩父市 大和市 敦賀市 静岡県 尾張旭市 茨木市 湯浅町 嬉野市

室蘭市 横手市 守谷市 本庄市 伊勢原市 小浜市 静岡市 豊明市 八尾市 高松市 基山町

釧路市 大館市 常陸大宮市 東松山市 海老名市 大野市 浜松市 田原市 寝屋川市 鳥取市 丸亀市

美唄市 湯沢市 坂東市 春日部市 松田町 勝山市 沼津市 弥富市 河内長野市 坂出市 長崎市

士別市 大仙市 かすみがうら市 深谷市 鯖江市 熱海市 東郷町 大東市 松江市 善通寺市 大村市

名寄市 山形県 つくばみらい市 戸田市 新潟市 あわら市 三島市 和泉市 大田市 観音寺市

北広島市 山形市 小美玉市 朝霞市 長岡市 越前市 伊東市 津市 箕面市 江津市 多度津町 熊本市

石狩市 米沢市 大洗町 志木市 三条市 越前町 島田市 四日市市 門真市 荒尾市

当別町 鶴岡市 城里町 坂戸市 新発田市 美浜町 富士市 伊勢市 高石市 岡山市 松山市 玉名市

福島町 酒田市 東海村 鶴ヶ島市 小千谷市 高浜町 磐田市 松阪市 東大阪市 倉敷市 宇和島市 菊池市

八雲町 寒河江市 境町 日高市 見附市 焼津市 桑名市 阪南市 津山市 八幡浜市 合志市

長万部町 村山市 毛呂山町 燕市 甲府市 掛川市 名張市 笠岡市 新居浜市

江差町 長井市 宇都宮市 越生町 糸魚川市 山梨市 藤枝市 亀山市 神戸市 総社市 西条市 大分市

古平町 中山町 栃木市 小川町 妙高市 大月市 袋井市 伊賀市 姫路市 高梁市 大洲市 竹田市

鷹栖町 佐野市 鳩山町 五泉市 笛吹市 裾野市 朝日町 尼崎市 赤磐市 伊予市 杵築市

東神楽町 福島市 鹿沼市 上里町 上越市 上野原市 湖西市 西宮市 真庭市 四国中央市

芽室町 郡山市 日光市 寄居町 魚沼市 菊川市 大津市 西脇市 西予市 宮崎市

いわき市 小山市 南魚沼市 長野市 伊豆の国市 彦根市 宝塚市 広島市 都城市

青森市 白河市 真岡市 千葉市 胎内市 松本市 牧之原市 草津市 高砂市 呉市 高知市

弘前市 須賀川市 大田原市 船橋市 田上町 上田市 函南町 守山市 朝来市 竹原市 南国市 鹿児島市

八戸市 喜多方市 那須塩原市 松戸市 湯沢町 岡谷市 清水町 栗東市 たつの市 三原市 土佐市 薩摩川内市

黒石市 二本松市 那須烏山市 成田市 飯田市 長泉町 甲賀市 福崎町 尾道市 須崎市 いちき串木野市

五所川原市 国見町 下野市 佐倉市 富山市 諏訪市 森町 野洲市 太子町 福山市 四万十市 奄美市

十和田市 猪苗代町 芳賀町 柏市 高岡市 小諸市 湖南市 府中市 姶良市

むつ市 矢吹町 市原市 魚津市 駒ヶ根市 名古屋市 東近江市 奈良市 東広島市 北九州市

新地町 前橋市 流山市 氷見市 飯山市 豊橋市 大和高田市 廿日市市 大牟田市 那覇市

盛岡市 高崎市 酒々井町 黒部市 茅野市 岡崎市 京都市 大和郡山市 久留米市

大船渡市 水戸市 桐生市 小矢部市 塩尻市 一宮市 舞鶴市 天理市 下関市 直方市

花巻市 日立市 伊勢崎市 八王子市 入善町 佐久市 瀬戸市 亀岡市 桜井市 宇部市 飯塚市

北上市 土浦市 太田市 府中市 千曲市 春日井市 長岡京市 五條市 山口市 田川市

陸前高田市 古河市 館林市 日野市 金沢市 安曇野市 豊川市 八幡市 葛城市 萩市 行橋市

二戸市 石岡市 渋川市 福生市 小松市 富士見町 刈谷市 京田辺市 宇陀市 防府市 小郡市

八幡平市 龍ケ崎市 藤岡市 輪島市 豊田市 南丹市 川西町 岩国市 宗像市

野田村 下妻市 吉岡町 相模原市 加賀市 岐阜市 安城市 田原本町 光市 太宰府市

常総市 明和町 横須賀市 羽咋市 大垣市 蒲郡市 豊中市 王寺町 柳井市 朝倉市

仙台市 常陸太田市 邑楽町 鎌倉市 白山市 多治見市 江南市 池田市 周南市 那珂川町

栗原市 高萩市 藤沢市 野々市市 関市 小牧市 吹田市 和歌山市 遠賀町

沖縄県

宮城県

埼玉県 徳島県

和歌山県

香川県

佐賀県

高知県

福岡県

愛媛県

長崎県

鹿児島県

宮崎県

大分県

熊本県

東京都

奈良県

石川県

神奈川県 岐阜県

大阪府

山口県

愛知県

群馬県

京都府岩手県

茨城県

島根県

青森県

富山県

広島県

福島県

滋賀県

千葉県

長野県

山梨県

栃木県 兵庫県

岡山県

新潟県

三重県

鳥取県

北海道

福井県

秋田県
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・立地適正化計画に位置付けられた誘導施設
について、市町村全域に存する当該施設数に
対して、都市機能誘導区域内に立地する当該
施設数の占める割合が増加している市町村数

１００市町村（２０２０年度目標値）

これまでの
ＫＰＩ

・立地適正化計画に位置付けられた誘導施設
について、市町村全域に存する当該施設数に
対して、都市機能誘導区域内に立地する当該
施設数の占める割合が維持又は増加している
市町村数

評価対象都市の２／３（２０２０年度目標値）

・市町村の全人口に対して、居住誘導区域内
に居住している人口の占める割合が増加して
いる市町村数

１００市町村（２０２０年度目標値）

・市町村の全人口に対して、居住誘導区域内
に居住している人口の占める割合が増加して
いる市町村数

評価対象都市の２／３（２０２０年度目標値）

ＫＰＩ（第２階層）の見直しについて

ＫＰＩの
見直し

誘導施設に係るＫＰＩ 居住人口に係るＫＰＩ

【参考：ＫＰＩ（第１階層）】立地適正化計画を作成する市町村数：３００市町村（２０２０年度目標値）
(昨年末、計画策定の進捗状況を踏まえ、１５０市町村 → ３００市町村 に見直し） ３
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